
「新型インフルエンザ対策行動計画」について 

 

１．経緯 

○ 近年東南アジア等において、高病原性鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）がトリ

からヒトに多数感染。ウイルスの変異により、ヒトからヒトへ感染する新型イ

ンフルエンザが発生し、世界的な流行を引き起こす危険性が増大。 

○ 関係省庁が連携・協力し、政府一体となった対策を講じていく必要から、

「鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議」において、平成１７年

１2 月「新型インフルエンザ対策行動計画」を策定。 

 

２．「新型インフルエンザ対策行動計画」の概要 

１） 流行規模の推計 

医療機関を受診する患者数は、約 1,300 万人～約 2,500 万人（中間値

約 1,700 万人）と推計（米国疾病管理センターの推計モデルを使用） 

 

２） 行動計画の概要 

発生状況に応じて６フェーズ（段階）に分類し、「計画と連携」、「サーベ

イランス」、「予防と封じ込め」、「医療」、「情報提供・共有」の５分野にわた

って、関係省庁が実施すべき具体的な対策を記載。 

（例） 

     フェーズ３（トリ－ヒト感染の段階） 

      抗インフルエンザウイルス薬・ワクチンの備蓄、医療体制の整備、訓

練の実施等 

     フェーズ４（ヒト－ヒト感染の段階）以降 

       国際航空等の運行自粛、サーベイランス強化、抗インフルエンザウイ

ルス薬の予防投与、外出自粛の要請、全医療機関で診断・治療を実

施等 

 

３．改定について 

行動計画の策定以降、検討状況に応じて逐次改定を行ってきた。今回、厚

生労働省に設置された専門家会議が本年 3 月にとりまとめた「新型インフルエ

ンザ対策ガイドライン（フェーズ 4 以降）」等を踏まえ改定。 

今回の改定により追加する事項 

発生時における内閣総理大臣を本部長とする対策本部の設置、発生時の

検疫体制の強化、医療体制の更なる整備等 



「新型インフルエンザ対策行動計画」 改定の要点 

 

本年 3 月、厚生労働省に設置された専門家会議においてとりまとめられ

た「新型インフルエンザ対策ガイドライン（フェーズ４以降）」等に基づ

き、「新型インフルエンザ対策行動計画」について次のような改定を行う。 
 

１． フェーズ４（新型インフルエンザ発生）以降に講じる対策の主な追

加事項 

○ 内閣総理大臣を本部長とした「新型インフルエンザ対策本部」及び

「新型インフルエンザ対策専門家諮問委員会」設置  

○ 新型インフルエンザ発生国、地域からの国際航空機・旅客船の運

航自粛等要請、検疫体制の集約化の検討 

○ 濃厚接触者に対する待機の要請等の検疫体制の強化 

○ 公共施設、公共交通機関における感染対策の要請 

○ 海外発生時からのプレパンデミックワクチン接種の開始 

○ 発生時の発熱相談センター、発熱外来の設置 

 

２．フェーズ３（現在）において、発生に備えた対策の主な追加事項 

○ 都道府県における一般病床を含めた受入れ医療機関の整備 

○ マスクや手袋等の医療資材の備蓄の開始 

○ 各事業者に対する新型インフルエンザに備えた準備の要請 



「新型インフルエンザ対策行動計画」改定の概要 

 

 

１． フェーズ４（新型インフルエンザ発生）以降に講じる対策の追加事項 

 

○ 内閣総理大臣を本部長とした「新型インフルエンザ対策本部」及び「新型インフルエ

ンザ対策専門家諮問委員会」を設置  

フェーズ３において、「鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議」のもと関係省庁が

連携している体制を、新型インフルエンザ発生後、内閣総理大臣を本部長とした体制に組

み直し、体制の強化を図る。対策本部は「新型インフルエンザ対策専門家諮問委員会」を設

置し、新型インフルエンザ対策の方針について意見、提言を求める。 

○ 新型インフルエンザ発生国・地域からの国際航空機・旅客船の運航自粛、検疫体制

の集約化の検討 

旧計画においては、フェーズ６において実施することとなっていた国際航空機・旅客船の運

航自粛等を、必要に応じて新型インフルエンザ発生が疑われた時点から、要請するとともに、

感染の拡大防止等の観点から検疫実施港・空港の集約化を図ることを検討する。 

○ 濃厚接触者に対する待機の要請等の検疫体制の強化 

発生地域から入国した新型インフルエンザ疑い患者に対する隔離・停留に加え、感染リスク

の高い濃厚接触者に対しても、感染の拡大防止等の観点から適切な場所への待機を要請

する。 

○ 公共施設、公共交通機関における感染対策の要請 

国内の公共施設や公共交通機関において、感染拡大を防止するために、利用者間の接触

の機会を減らすための措置を講じるよう各管理者に要請する。 

○ 海外発生時からのプレパンデミックワクチン接種の開始 

旧計画においては、新型インフルエンザの国内発生以降から接種を開始することとなってい

たプレパンデミックワクチンについて、国外発生（国内未発生）時からあらかじめ接種を開始

することとする。 

○ 濃厚接触者、医療従事者等に対する抗インフルエンザウイルス薬の予防投与 

旧計画においては、医療及び社会機能維持の観点から、抗インフルエンザウイルス薬の予

防投与の対象を、患者を診察した医療機関の医療従事者や、患者と濃厚接触した社会機

能維持者に限定していたが、早期対応の充実を図りまん延防止効果を高めるため、濃厚接

触者または十分な防御なく暴露した医療従事者等に対象を広げる。 

 



○ 発生時の発熱相談センター、発熱外来の設置 

都道府県に対し、新型インフルエンザの国外発生以降、医療相談や患者の早期発見を行う

発熱相談センターを設置し、都道府県内の発生以降、感染拡大防止のために患者の振り分

けを行う発熱外来を設置するよう要請する。 

○ サーベイランスの実施  

新型インフルエンザの早期発見を目的とした疑い患者数の把握、集団発生事例の把握に加

え、大流行時の患者数や死亡数、ワクチンの副反応の状況の把握を実施する。 

 

２．フェーズ３（現在）において、発生に備えた対策の主な追加事項 

○ 都道府県における一般病床を含めた受入れ医療機関の整備 

パンデミックに備え、感染症指定医療機関や結核病床を持つ医療機関に限らず、一般病床

を含めた協力医療機関の確保を要請する。 

○ 患者発生時の消防・救急搬送体制の整備 

パンデミックに備えて、消防・救急機能を維持するための方策について検討する。また搬送

従事者に対して感染防御資器材の備蓄を進めるよう要請し、必要な支援を行う。 

○ 新型インフルエンザウイルスの薬剤耐性に対応するためのリレンザの追加備蓄 

薬剤耐性ウイルスの状況等を踏まえ、必要に応じてリレンザの備蓄目標量を追加する。 

○ マスクや手袋等の医療資材の備蓄の開始 

新型インフルエンザ発生初期の医療提供を、迅速かつ円滑に行うため、マスクや手袋等の

必要な医療資材の備蓄を開始する。 

○ 各事業者に対する新型インフルエンザに備えた準備の要請 

パンデミックに備え、各事業者が職場における感染防止対策や事業体制の維持について、

情報の収集や計画の策定等、事前の準備を行うよう要請する。 

 

（参考）新型インフルエンザ対策行動計画の策定、改定経緯 

平成 17 年 12 月、鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議において「新型イン

フルエンザ対策行動計画」を策定、平成 18 年５月、平成 19 年 3 月に改定。 
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